
鴨川市地域公共交通会議 令和６年度第１回会議 

 

次 第 

 

日時：令和６年５月29日（水）午後２時から 

場所：鴨川市役所階４階 大会議室 

 

１ 開  会 

２ 会長及び副会長選出 

３ 議  事 

報告案件１ 鴨川市コミュニティバス 令和５年度運行実績について 

報告案件２ 公共交通乗り方教室について 

協議案件１ 令和７年度地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）に係る地域

公共交通計画について 

協議案件２ 令和７年度地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に係

る地域公共交通計画について 

４ そ の 他  

５ 閉  会 

 

 

 

[配布資料] 

・席次表、出席者名簿、委員名簿 

・資料１   鴨川市コミュニティバス 令和５年度運行実績について 

・資料２   公共交通乗り方教室 実施結果 

・資料３   地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）に係る地域公共交通計画 別

紙（案）について 

・資料４   地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通

計画 別紙（案）について 

・参考資料１ 鴨川市公共交通マップ 

・参考資料２ 『チョイソコかもがわ』利用実績（令和５年４月～令和６年３月） 

・参考資料３ 令和６年度 会議開催スケジュール等（案） 
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令和５年度運行実績について 
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１ 運行の概要 
（１）運行概要 

 路線名 運行区間 
運行本数 
（往復） 

運行日数 
（日） 

キロ程 
（ｋｍ） 

停留所 
（箇所） 

１ 北ルート 

金山ダム ⇔ 内浦山県民の森 3.0 366 27.05  

金山ダム ⇔ 鴨川駅西口 1.0 366 7.39  

路線計 4.0 366 27.05 59（※1）

２ 清澄ルート 
天津小湊支所 ⇔ 奥清澄 

7.0(6.5)
（※4） 

366 12.89  

路線計 7.0(6.5) 366 12.89 20（※2）

３ 南ルート 

鴨川駅前 ⇔ 曽呂終点 3.0 366 27.40  

鴨川駅西口 ⇔ 曽呂終点 1.0 366 15.78  

鴨川駅前 ⇔ 浦の脇 1.0 366 4.05  

路線計 5.0 366 27.40 53（※3）

合計 
16.0 

(15.5)
366 - - 

（※1）重複停留所数（南ルート：10、清澄ルート：2） 

（※2）重複停留所数（北ルート：2） 

（※3）重複停留所数（北ルート：10） 

（※4）4 月～9 月は 7 往復、10 月～3月は、6.5 往復（下り第 7便が季節運行のため） 

 

（２）運賃 

 路線名 形態 通常運賃 特 例 

1 北ルート 対キロ区間制 160 円～880 円 
(半額) 

小学生以下、ノーカー・サポート優待証

所持者、身体障害者手帳・療育手帳・精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者及び介助者 

(無料) 

未就学児童 

2 清澄ルート 区間制 200 円・400 円 

3 南ルート 対キロ区間制 160 円～750 円 
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２ 運行等の実績 
（１）総輸送者数 

令和５年度の輸送実績は 26,797 人で、令和４年度の 26,407 人から延べ 390 人・1.5％

の増加であった。 

ルート別では、北ルートが延べ 433 人・3.3％の増加、清澄ルートが延べ 248 人・9.4％

の減少、南ルートが延べ 205 人・1.9％の増加であった。 

14,419

3,158

11,998

29,575

12,654

2,615

9,398

24,667

12,206

2,537

9,981

24,724

13,224

2,630

10,553

26,407

13,657

2,382

10,758

26,797

0 10,000 20,000 30,000 40,000

北ルート

清澄ルート

南ルート

総数

年度別・路線別輸送実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

 
○年度別・系統別輸送実績      [人] 

 
 ルート 系統 R5 R4 R3 R2 R1 

比較増減 
(R5-R4) 

 

1 北 

金山ダム 

⇔内浦山県民の森 
12,933 12,383 11,376 11,931 13,576 550 

 金山ダム 

⇔鴨川駅西口 
724 841 830 723 843 ▲117 

 小 計 13,657 13,224 12,206 12,654 14,419 433 

 

2 清澄 

天津小湊支所 

⇔奥清澄 
2,382 2,630 2,537 2,615 3,158 ▲248 

 小 計 2,382 2,630 2,537 2,615 3,158 ▲248 

 

3 南 

鴨川駅前 

⇔曽呂終点 
8,166 8,026 7,886 7,585 9,778 140 

 鴨川駅西口 

⇔曽呂終点 
2,066 2,121 1,642 1,305 1,693 ▲55 

 鴨川駅前⇔浦の脇 526 406 453 508 527 120 

 小 計 10,758 10,553 9,981 9,398 11,998 205 

 合 計 26,797 26,407 24,724 24,667 29,575 390 



 

- 3 - 

（２）１便当たり輸送人員 
１便当たりの輸送人員が最も高い数値であったのは、北ルートの金山ダム⇔内浦山

県民の森間の 5.9 人/便で、北ルート全体としては、4.5 人/便から 4.7 人/便へと 0.2

人/便の増加となった。 

清澄ルートについては、0.5 人/便で増減はなかった。 

南ルートについては、鴨川駅前⇔曽呂終点間は 3.7 人/便で増減はなし、鴨川駅西口

⇔曽呂終点間が 2.9 人/便から 2.8 人/便へと 0.1 人/便の減少、鴨川駅前⇔浦の脇間は

0.6 人/便から 0.7 人/便で 0.1 人/便の増加。南ルート全体では、2.9 人/便で増減はな

かった。 

全ルートの合計では、令和４年度と比較して 2.3 と増減はなかった。 
 

○年度別・路線別１便当たりの輸送人員       

 
 ルート 運行区間 

運行回数 
(往復) 

路線別１便当たりの輸送人員 （人/便） 

R5 R4 R3 R2 R1 
増減 

(R5-R4) 

 

1 北 

金山ダム 

⇔内浦山県民の森 
3.0 5.9 5.7 5.2 5.4 6.3 0.2 

 金山ダム 

⇔鴨川駅西口 
1.0 1.0 1.2 1.1 1.0  1.2 ▲0.2 

 
路線計 4.0 4.7 4.5 4.2 4.3 5.0 0.2 

 

2 清澄 

天津小湊支所 

⇔奥清澄 

7.0 

(6.5) 
0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 0 

 
路線計 

7.0 

(6.5) 
0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 0 

 

3 南 

鴨川駅前 

⇔曽呂終点 
3.0 3.7 3.7 3.6 3.5 4.5 0 

 鴨川駅西口 

⇔曽呂終点 
1.0 2.8 2.9 2.2 1.8 2.3 ▲0.1 

 
鴨川駅前⇔浦の脇 1.0 0.7 0.6 0.6 0.7 0.7 0.1 

 
路線計 5.0 2.9 2.9 2.7 2.6 3.3 0.0 

 
合計 

16.0 
(15.5) 

2.3 2.3 2.2 2.1 2.6 0.0 

 

（３）有料広告の受付状況について（※令和５年度中に受け付けたもの） 

受付 広告主 業種 掲載場所 掲載期間 規格[mm] 広告料 

1 Ａ社 不動産会社 
北・南ルート 

バス車体後部 
６か月間 400×800 23,040 

2 Ｂ社 学習塾 
北・南ルート 

バス車体後部 
５か月間 300×1000 18,000 

計 41,040 
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（４）収支 
令和４年度と比較すると、運行費用は 7,235 千円・20.1％の増加、運行収入は 178

千円・3.5％の増加、車両広告にかかる収入は 43 千円・48.8％の減少となった。収支

は▲37,951 千円、赤字額は 7,100 千円増加し、収支は 23.0％悪化した。 

乗客 1人当たりの市負担額は、令和４年度から 248 円増加し 1,416 円であった。 

また、当該コミュニティバスは、平成 27 年 4 月運行分から国庫補助対象となってお

り、令和 5年度は 5,853 千円が交付された。 

項 目 
R5 R4 

比較増減（R5-R4） 

増減 増減率 
（千円） （千円） （千円） （％） 

運行事業者（委託先） 日東交通㈱ 日東交通㈱ ― ― 

支出 運行費用 43,257 36,022 7,235 20.1 

収入 
運行収入 5,265 5,087 178 3.5 

広告収入 41 84 ▲43 ▲48.8 

収支（収入－支出） ▲37,951 ▲30,851 ▲7,100 ▲23.0 

収支率 12.3％ 14.4％  － ▲2.1 

国庫補助 5,853 7,453 ▲1,600 ▲21.5 

乗客 1人当たり市負担額 

(括弧内は国庫補助含む) 

1,416 円 

（1,198 円） 

1,168 円 

（886 円） 

248 円 

(312 円) 

21.2 

(35.2) 
※増減の額及び率について、端数処理の都合上、表の数値による

計算と一致しない場合があります。 

 

（５）10 人以上の乗車実績 
令和５年度において、同時に 10 人以上が乗車した便数は、全ルート合計で 145 便（全

便数 11,529 便の 1.26％）であり、令和４年度と比べて 39 便・21.5％の減少であった。 

○10 人以上の乗車便数      

 
 ルート 

使用車両 

（乗車定員） 
R5 R4 R3 R2 R1 

増減 

(R5-R4) 

最大 

乗車人員 

[便] [便] [便] [便] [便] [便] [％] [人] 

 
1 北 

日野ポンチョ

（27） 
71 69 100 142 223 2 2.9 16 

 
2 清澄 

トヨタハイエース 

（12） 
6 0 2 4 5 6 100.0 19 

 
3 南 

日野ポンチョ

（27） 
68 115 79 19 121 ▲47 ▲40.9 15 

 
合 計 145 181 165 349 332 ▲39 ▲21.5 ― 
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３ ノーカー・サポート優待証について 
高齢運転者による交通事故の抑止と公共交通の利用促進を図るため、運転免許を

自主的に返納した 65 歳以上の高齢者を対象に交付する「ノーカー・サポート優待証」

による運賃半額割引制度（高速バスを除く）が平成 23 年 7 月１日から日東交通グル

ープ４社において一斉に施行され、コミュニティバスにおいても、同制度による運

賃割引を行っている。 

令和５年度の発行枚数は 111 枚、コミュニティバスでの利用者数（延べ使用回数）

は、1,565 回の利用であった。 

発行年月 発行枚数 
利用者数（延べ使用回数） 

鴨川営業所管内 うちコミュニティバス分 

Ｒ５. ４ ９ ５５０ １３５ 

Ｒ５. ５ ７ ５７６ １４９ 

Ｒ５. ６ １５ ５８１ １３３ 

Ｒ５. ７ １０ ６０１ １２５ 

Ｒ５. ８ ５ ６２１ １２８ 

Ｒ５. ９ １１ ５６０ １３４ 

Ｒ５.１０ ７ ５５６ １４２ 

Ｒ５.１１ １１ ５０１ １３１ 

Ｒ５.１２ ７ ５４７ １４３ 

Ｒ６. １ １５ ４９６ １２１ 

Ｒ６. ２ ７ ５１６ １２９ 

Ｒ６. ３ ７ ５３９ ９５ 

令和５年度計 １１１ ６，６４４ １，５６５ 

～令和４年度 ７４３ ２７，０７７ ７，４９６ 

累計 ８５４ ３３，７２１ ９，０６１ 

※利用者数は乗務員からの報告による。 

※利用可能な路線は、下記のとおり(高速バスは利用不可） 

１）鴨川市内線 ２）木更津鴨川線 ３）長狭線 ４）金谷線 ５）館山鴨川線 

６）コミュニティバス 



令和６年２月

公共交通乗り方教室 実施結果

資料２
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１ 目的

市内小学校に在学する児童を対象に、バスの乗降方法、乗車中のマナー、公共交通の

重要性等の学習やバスの乗車体験を通じて、公共交通への興味や親しみをもってもら

い、利用機会の増加及び将来の移動手段の一つとして自然に選択するような意識の醸

成を図り、もって公共交通の利用促進に繋げることを目的とする。

２ 開催日時

令和６年２月 15日（木） 午前 10時 10分から午前 11時 45 分まで

３ 会場

鴨川市立田原小学校

４ 参加者

田原小学校 ４年生 11名、５年生 ９名

５ 内容

（１）オリエンテーション

ア みんなの公共交通

イ 鴨川市の公共交通について

（２）バス乗車体験等（日東交通株式会社、有限会社鴨川タクシーの協力による）

ア バス乗車体験

（ア）バスの乗降方法

（イ）２グループに分かれて体験

Ａ 整理券の受取りから運賃の支払いまでの一連の流れを体験

Ｂ バスの待ち方、乗車中のマナーについて

イ 車イスでの乗車及び福祉タクシーについて

（ア）車イス利用者のバスの乗車方法について

（イ）福祉タクシーの説明及び乗車体験

（３）まとめ

（４）記念撮影
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６ 開催状況

福祉タクシーの乗車体験① 福祉タクシーの乗車体験②

車イスでの乗車体験オリエンテーション

車両等の配置
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７ アンケート集計

児童の回答

Ｑ１ ｢公共交通乗り方教室｣は楽しかったですか

Ｑ２ ｢公共交通乗り方教室｣は難しかったですか

Ｑ３ バスや電車など、公共交通に乗ったことがありますか

Ｑ４ ｢公共交通乗り方教室｣に参加する前より、バスや電車が好きになりましたか
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Ｑ５ これからバスや電車などの公共交通に乗ってみようと思いますか

Ｑ６ ｢公共交通乗り方教室｣に参加して思ったこと

○車いすに乗ってへんな感じがしたけど楽しかった。

○しらなかったことをいろいろしれてよかったです。

○いろいろな公共ののりものののりかたやしゅるいをしれた。

○車いすにのってみてタクシーについているリモコンみたいのでかってにのぼっ

ていったのですごかったです。

○さいごに車いすに乗るのがたのしいと思った。車いすにもう一回乗ってみたいと

思った。またバスに乗ってみたいと思った。

○車いすはあんまり乗れないけど、今日乗れてうれしかったです。バスの中のおか

いけいのしかたがわかった。

○ルールやマナーをまなんでよかったし、自分がバスにのるときにやくにたつかも。

○公共交通のルールもたくさんあって難しかったです。

○タクシーで車いすの方がのるには、けっこう大変なんだと思いました。バスは整

理券というのがあって、それを取ってからのるということがわかりました。バス

ていの見かたもわかったのでよかったです。

○バスや電車にのるときは、教えてもらったことを生かそうと思った。

○タクシーは車いすが乗れるように工夫されたり、リモコンで動かして進ませるの

がすごかった。

○車いすをタクシーに乗せる時に、私はあまりじょうずにできなかったけれど、タ

クシーの運てんしゅさんはスムーズにやっていてすごいと思った。バスの乗り方

で、おりるバスていが近づいたら、黄色のボタンをおすことを知らなかったので

知れてよかったと思った。

○バスでは、うんてん中にあまりうごかないことと、こうれい者などにせきをゆず

ることを大切だと思った。



5

保護者の回答

Ｑ７ お子さんと一緒に公共交通を利用することがありますか

Ｑ８ ｢公共交通乗り方教室｣は、お子さんの社会学習に役立つと思いますか

Ｑ９ このような取組みを他の学年や他校でも実施すべきと思いますか

Ｑ10 配付した資料を見て、お子さんと一緒に、これまで以上に公共交通を利用して

みようと思いますか
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Ｑ11 自由意見（公共交通乗り方教室、鴨川市の公共交通についてなど）

○あまりバスや電車を使うことがないので、こういう機会で学んでもらうとよいと

思う。将来、都会に出たときには必要なので、知っておいて損はないと思う。

○上の子のときに、成人してから１人で電車に乗ったことがなかったことが判明し

たことがあったので、１人でも利用できるようにしたいと考えています。

○なかなか利用する機会が少ないため、乗り方教室を行っていただき、とても勉強

になると思いました。ありがとうございました。

○バスにのる時などのマナーなど学ぶことが出来ていい機会だったと思います。

○このような取組をしていただき、ありがとうございました。

○せっかく教えていただいても、公共交通機関に乗るチャンスがほとんどなく、残

念に思う。

○本人がもともと電車が好きなので、電車やバスには乗りなれているけど、ほとん

どの友達はあまり使っていないと思うので、良い経験になったと思います。

○もう少し、バス・電車の本数をふやしてほしいです！
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≪参考：オリエンテーション資料≫
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1

地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）に係る地域公共交通

計画 別紙（案）について

地域間幹線系統（木更津鴨川線、館山鴨川線、鴨川市内線）を運行するに当たり、

令和７年度地域間幹線系統確保維持費国庫補助金等を活用するため、地域公共交通

計画 別紙（案）について、本会議の承認をいただきたいもの。

≪参考１ 地域公共交通計画と補助制度の連動化について≫

出典：地域公共交通計画と乗合バス等の補助制度の連動化に関する解説パンフレット

（令和 4年 3月 国土交通省 総合政策局 地域交通課）

資料３
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≪参考２ 地域公共交通計画と補助制度の連動化について≫

出典：地域公共交通計画と乗合バス等の補助制度の連動化に関する解説パンフレット

（令和 4年 3月 国土交通省 総合政策局 地域交通課）
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≪参考３ 鴨川市地域公共交通計画と補助制度の連動化について≫
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5.2 再編後の公共交通の位置付け・役割、事業及び実施主体の概要

「3.1.3 公共交通ネットワーク*の基本的な考え方」に基づき、再編後の公共交通の位置付け・役割、事業及び実施主体の概要を整理する。

類型 主な公共交通 起点 終点
事業許可区分

(道路運送法)
運行態様 実施主体 機能 確保・維持策

幹線

ネットワーク

各鉄道路線

鴨川市 ～

東京都・

千葉市

方面等

― ― 東日本旅客鉄道㈱

・東京都及び千葉市方面等への広域

交通を担う。

・交通事業者と協議の上、一定以上の運行

水準を確保する。
各高速バス路線 ４条乗合 路線定期運行

日東交通㈱

京成バス㈱

千葉中央バス㈱

小湊鐵道㈱

㈱東急トランセ

木更津鴨川線 亀田病院
イオンモール

木更津
４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱ ・鉄道等の広域交通との交通結節点*

に接続し、市域を跨いで周辺市と

本市を結ぶ路線

・地域公共交通確保維持事業（地域間幹線

系統確保維持費国庫補助金）を活用し持

続可能な運行を目指す。館山鴨川線 亀田病院 館山駅 ４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱

拠点間

ネットワーク

長狭線 亀田病院 平塚本郷 ４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱

・地域拠点（主要施設）と都市拠点

を結ぶ路線

・都市拠点内ネットワーク機能を有

する。

・交通事業者と協議の上、一定以上の運行

水準を確保する。
長狭線（鴨川駅前） 鴨川駅前 平塚本郷 ４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱

大学線 鴨川駅西口
城西国際大学

観光学部
４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱

・令和４年４月から休止しており、城西国

際大学安房キャンパス跡地の活用の検討

結果を踏まえ、交通事業者等と協議す

る。

鴨川市内線 仁右衛門島入口 誕生寺入口 ４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱
・地域拠点（主要施設）と都市拠点

を結ぶ路線

・都市拠点内ネットワーク機能を有

する。

・地域公共交通確保維持事業（地域間幹線

系統確保維持費国庫補助金）を活用し持

続可能な運行を目指す。鴨川市内線（鴨川駅前） 鴨川駅前 誕生寺入口 ４条乗合 路線定期運行 日東交通㈱

チョイソコかもがわ

江見地域

長狭地域

天津小湊地域

～ 鴨川地域 ４条乗合 区域運行

千葉トヨタ自動車㈱

(運行は㈲鴨川タクシー

への委託)

・地域拠点と都市拠点を結ぶ公共交

通

・江見、長狭、天津小湊地域の住民

等を対象とした会員登録制のデマ

ンド型乗合タクシー*

・運行形態は自由経路ミーティング

ポイント型*

・地域内ネットワークの機能を有す

る。

・今後、実証運行の実績を踏まえ、本格運

行への移行を検討する。

・本格運行に移行した際は、地域公共交通

確保維持事業（地域内フィーダー系統確

保維持費国庫補助金）を活用し持続可能

な運行を目指す。

地域内

ネットワーク

コミュニティバス

循環線（循環系統）
金山ダム 福祉センター ４条乗合 路線定期運行

鴨川市

(運行は交通事業者への

委託)

・都市拠点とその周辺地域を結ぶ路

線

・都市拠点内ネットワーク機能を有

する。

・地域公共交通確保維持事業（地域内フィ

ーダー系統確保維持費国庫補助金）を活

用し持続可能な運行を目指す。コミュニティバス

循環線（短縮系統）
金山ダム 鴨川駅西口 ４条乗合 路線定期運行

鴨川市

(運行は交通事業者への

委託)

都市拠点内

ネットワーク
乗用タクシー 鴨川市全域 ４条乗用 -

㈲鴨川タクシー

鏡浦自動車㈱

・都市拠点内の移動を担う公共交通

・自由経路ドア・ツー・ドア型の運

行形態

・幹線、拠点間及び地域内ネットワ

ークの機能を有する。

・交通事業者と協議の上、一定以上の運行

水準を確保する。
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5.3 地域公共交通確保維持事業の必要性

類型 系統名 地域公共交通確保維持事業の必要性

幹線

ネットワーク

木更津鴨川線

鉄道等の広域交通との交通結節点*に接続し、市域を

跨いで周辺市と本市を結ぶ路線であり、本市のバス交

通の骨格を担い、拠点間ネットワークとしての機能も

有する。特に、沿線住民の通院、買物、通学・通勤等

のための移動を担う。

その一方で、自治体や事業者の運営努力だけでは路

線の維持が難しく、地域公共交通確保維持改善事業

（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）などの活用

により、確保・維持を図る必要がある。

館山鴨川線

拠点間

ネットワーク

鴨川市内線

鉄道等の広域交通との交通結節点*に接続し、旧鴨川

市及び旧天津小湊町間の移動を担い、都市拠点内ネッ

トワークとしての機能も有する。特に市内の通院、買

物、通学・通勤等の目的での移動を担う。

その一方で、自治体や事業者の運営努力だけでは路

線の維持が難しく、地域公共交通確保維持改善事業

（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）などの活用

により、確保・維持を図る必要がある。

鴨川市内線（鴨川駅前）

チョイソコかもがわ

（実証運行）

江見、長狭、天津小湊地域等の住民等を対象とした

会員登録制のデマンド型乗合タクシー*で、地域内ネッ

トワークとしての機能も有する。運行形態は自由経路

ミーティングポイント型*であるものの、自宅付近をミ

ーティングポイントとして登録可能なため、路線定期

運行の公共交通の利用が難しかった市民等の通院、買

物、通学・通勤等の目的での移動を担う。

その一方で、自治体や事業者の運営努力だけではこ

の区域運行の維持が難しく、本格運行に移行した際

は、地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダ

ー系統確保維持費国庫補助金）などの活用により、確

保・維持を図る必要がある。

地域内

ネットワーク

コミュニティバス

循環線（循環系統）

公共交通空白地域*の解消を目的に市が事業主体とな

って運行しており、沿線住民の生活交通手段や公共施

設等にアクセスする役割を担い、都市拠点内ネットワ

ークとしての機能も有する。特に市内の通院、買物、

通学・通勤等の目的での移動を担う。

その一方で、自治体や事業者の運営努力だけではこ

の路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持改善事

業（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金）な

どの活用により、確保・維持を図る必要がある。

コミュニティバス

循環線（短縮系統）
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令和７年度地域公共交通計画 別紙（地域間幹線系統）（案）

令和６年 月 日

（名称）鴨川市地域公共交通活性化協議会

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

別表のとおり

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

別表のとおり

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

別表のとおり

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表１」を添付

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表２」を添付

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法

事業者報告書・決算報告書等の資料から計測する。

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数

が３回以上で足りると認めた系統の概要

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる

生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表４」を添付

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期

及びその他特記事項

別表のとおり

10.車両の取得に係る目的・必要性

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする

場合のみ】

該当なし

11．車両の取得に係る定量的な目標・効果

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする

場合のみ】

該当なし

12. 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費用の総

額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫

補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし
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【本計画に関する担当者・連絡先】

（住 所）千葉県鴨川市横渚 1450 番地

（所 属）企画総務部企画政策課

（氏 名） 森 和之

（電 話）04-7093-7828

（e-mail）kikakuseisaku@city.kamogawa.lg.jp

13．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改

善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

14．協議会の開催状況と主な議論

令和６年１月 24 日 鴨川市地域公共交通計画の改定について協議。【結果：承認】

令和６年５月 29 日 計画別紙について協議。【結果： 】

15．利用者等の意見の反映状況

ホームページ等で、地域公共交通確保維持事業に係る取組内容等に関する意見募集を

実施。

16. 協議会の構成員

鴨川市地域公共交通会議

地域公共交通会議を主宰する

市町村長又は都道府県知事

その他の地方公共団体の長

千葉県総合企画部交通計画課

鴨川市（副市長・企画総務部企画政策課）

一般旅客自動車運送事業者

及びその組織する団体

一般社団法人千葉県バス協会

日東交通株式会社

小湊鐵道株式会社

有限会社鴨川タクシー

東日本旅客鉄道株式会社安房鴨川駅

住民又は旅客 利用者代表

地方運輸局長 国土交通省関東運輸局千葉運輸支局

一般旅客自動車運送事業者の

事業用自動車の運転者が組織

する団体

日東交通労働組合安房支部

道路管理者 千葉県安房土木事務所

都道府県警察 千葉県鴨川警察署

学識経験を有する者その他の

地域公共交通会議の運営上

必要と認められる者

社会福祉法人鴨川市社会福祉協議会

鴨川市校長会
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令和７年度鴨川市地域公共交通計画 別紙（別表）

○事業に係る目的・必要性、目標・効果、取組

No. 事業者名 系統名
起点・終点

（主な経由地）
１．目的・必要性 ２．定量的な目標・効果

３．目標を達成するために行う事業（生産性向上の取組を含む）

取組内容 実施時期 実施主体

１ 日東交通

株式会社

館山鴨川線 館山駅・亀田病

院（鴨川駅東口）

・館山駅や安房鴨川

駅等交通結節点へ

のアクセス

・亀田総合病院、安

房地域医療センタ

ー等医療機関への

通院

・おどやスーパーセ

ンター等商業施設

へのアクセス

・道の駅グリーンフ

ァーム館山や、館

山いちご狩りセン

ター等観光施設へ

のアクセス

・その他、通勤や各

高校への通学等

令和６年度と比較して、

収支率 1％以上の改善

・沿線周辺施設への需要等、本路線

のニーズの把握に努め、必要に応

じて見直しを検討する。

令和6年10月以降

実施

館山市、南房総市、

日東交通株式会社

・JR ダイヤ改正に合わせ運行計画

の変更を検討するとともに、利用

者の動向の把握に努め、ニーズに

沿った運行計画を検討する。

令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社

・経済的な乗車方法（現在販売中の

スマホ乗車券等）の周知に努め、

市広報等で定期的な情報発信を

実施し、利用者の増加を図る

令和6年10月以降

実施

館山市、南房総市、

日東交通株式会社

・ホームページ等の電子媒体及び市

広報誌等の紙媒体を活用し、路線

に関する情報提供や利用促進を

行う。

令和6年10月以降

実施

館山市、南房総市、

鴨川市、日東交通

株式会社

・バス停留所の認知度を上げること

により、利用増進に繋げるため、

わかりやすい名称への変更を検

討する。

令和6年10月以降

実施

南房総市、日東交

通株式会社

・公共交通の乗り方教室や PR イベ

ントを実施する。

令和6年10月以降

実施

鴨川市、日東交通

株式会社

２ 日東交通

株式会社

木更津鴨川

線

亀田病院・イオ

ンモール木更津

（鴨川駅・かず

さアーク）

・沿線住民の亀田病

院等医療機関への

通院、通勤手段と

して必要。

・沿線の職場（かず

さアカデミアパー

ク内企業等）への

通勤や木更津駅、

鴨川駅への利用と

して必要。

令和6年度と比較して、

収支率１％以上改善
・タウン誌への路線情報の掲載 令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社

・JR ダイヤ改正にあわせて運行計

画の変更を検討する。また、利用

者の動向の把握に努めニーズに

沿った運行計画も検討

令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社

・路線バス乗り方教室及び PR イベ

ントの実施

令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社

木更津市、君津市、

鴨川市
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No. 事業者名 系統名
起点・終点

（主な経由地）
１．目的・必要性 ２．定量的な目標・効果

３．目標を達成するために行う事業（生産性向上の取組を含む）

取組内容 実施時期 実施主体

・沿線の各学校への

通学として必要。

・大型ショッピング

モールへの通勤、

買い物利用として

必要。

・路線バスを利用する利点や、交通

事業者が実施している高齢者への

助成制度について、ホームページ、

市広報紙等へ掲載することにより、

バスの利用促進を図る。

令和6年10月以降

実施

木更津市、君津市、

鴨川市

３ 日東交通

株式会社

鴨川市内線 仁右衛門島入

口・誕生寺入口

（天津駅前）

・沿線住民の亀田病

院等の医療機関へ

の通院

・沿線の職場への通

勤やＪＲ駅の利

用、各学校への通

学

令和６年度と比較して、

収支率１％以上改善
・ホームページ等の電子媒体及び市

広報誌等の紙媒体を活用し、路線

に関する情報提供や利用促進を

行う。

令和6年10月以降

実施

鴨川市、日東交通

株式会社

・公共交通の乗り方教室や PR イベ

ントを実施する。

令和6年10月以降

実施

鴨川市、日東交通

株式会社

・JR ダイヤ改正に合わせ運行計画

の変更を検討するとともに、利用

者の動向の把握に努め、ニーズに

沿った運行計画を検討する。

令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社

４ 日東交通

株式会社

鴨川市内線

（鴨川駅前）

鴨川駅前・

誕生寺入口

（天津駅前）

・沿線住民の亀田病

院等の医療機関へ

の通院

・沿線の職場への通

勤やＪＲ駅の利

用、各学校への通

学

令和６年度と比較して、

収支率１％以上改善

・ホームページ等の電子媒体及び市

広報誌等の紙媒体を活用し、路線

に関する情報提供や利用促進を

行う。

令和6年10月以降

実施

鴨川市、日東交通

株式会社

・公共交通の乗り方教室や PR イベ

ントを実施する。

令和6年10月以降

実施

鴨川市、日東交通

株式会社

・JR ダイヤ改正に合わせ運行計画

の変更を検討するとともに、利用

者の動向の把握に努め、ニーズに

沿った運行計画を検討する。

令和6年10月以降

実施

日東交通株式会社



10



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

「令和８年度、令和９年度については、令和７年度事業から、土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」

１．申請事業者の概要

千円 千円 Ｒ５年度
千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円 Ｒ４年度
千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円 Ｒ３年度
千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

138,821.1 ｋｍ 円 円 円 円

222,796.0 ｋｍ 円 円 円 円

77,442.3 ｋｍ 円 円 円 円

40,054.5 ｋｍ 円 円 円 円

479,113.9 ｋｍ 円 円 円 円

円 円 円 千円 千円 円 円 5,092,500 円 24.58 ％ 6,791,476 円 32.7 ％ 円 ％ 8,827,590 円 42.6 ％

円 円 円 千円 千円 円 円 9,154,000 円 29.33 ％ 9,848,141 円 31.5 ％ 円 ％ 12,205,582 円 39.1 ％

円 円 円 千円 千円 円 円 2,406,500 円 29.4 ％ 5,777,235 円 70.5 ％ 円 ％ 0 円 0 ％

円 円 円 千円 千円 円 円 1,788,500 円 48.37 ％ 1,908,765 円 51.6 ％ 円 ％ 0 円 0 ％

円 円 円 千円 千円 円 円 18,441,000 円 28.9 ％ 24,325,617 円 38.1 ％ 円 ％ 21,033,672 円 32.9 ％

タ又はレのうちいずれか
少ないほうの額

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

ソのうち補助ブロック外乗入
部分、同一補助ブロック都道
府県外乗入部分及び他路線
との競合部分以外に係るも

の

ソのうち補助ブロック外乗
入部分及び同一補助ブ
ロック都道府県外乗入部

分以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫補助額
を控除した額

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブロッ
ク都道府県外
乗入部分以外
のキロ程の比

率

計画実車走行キロ
補助対象
経常費用
の見込額

補助対象
経常収益
の見込額

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

0.0% 100.000%

合計 系統

第4号
鴨川
市内

鴨川
駅前

天津駅前
誕生
寺入
口

365日 3.5 16.1人

0.0% 100.000%

第3号
鴨川
市内

仁右衛
門島入

口
天津駅前

誕生
寺入
口

365日 2.8 18.4人 0.0% 0.0% 100.000%

第2号
木更津
鴨川

亀田
病院

かずさアーク
イオン
モール
木更津

365日 3.5 17.5人

他路線と
の競合

率

補助ブロック外
乗入部分、同

一補助ブロック
都道府県外乗
入部分及び他
路線との競合
部分以外のキ
ロ程の比率

起点
主な

経由地
終点

第1号
館山
鴨川

館山駅
和田駅
鴨川駅

亀田
病院

365日 2.7 15.1人 0.0% 0.0% 100.000%

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)の
損益状況

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

基準期間の前年度の
損益状況

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

基準期間の前々年度の
損益状況

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

運行
系統名

計画運行
日数

計画運行回
数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業を実施す

る区域におけるキロ程
系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する

区域におけるキロ程との比率
補助ブロック外

乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

 8.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 9.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

10.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄について
　　は、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

合計 65,602,171 65,602,171 36,884,880 36,883 18,441 82,241,789 63,800,289

第4号 5,485,764 5,485,764 3577672 3,577 1,788.5 5,485,765 3,697,265

第3号 10,590,235 10,590,235 4813743 4,813 2,406.5 10,590,235 8,183,735

第2号 30,513,582 30,513,582 18308149 18,308 9,154.0 40,361,723 31,207,723

第1号 19,012,590 19,012,590 10185316 10,185 5,092.5 25,804,066 20,711,566

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」
の具体的概要

ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数＝

ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

68,002,023円 535,438.1km 63,576,525 82,241,789 65,618,239 65,602,171

ウの負担者とその負担割合

合計 145,818,314円 79,623,357円 536,022.km 71,618,227円 535,669.3km

10,590,235

第4号 100% 12,190,587円 6,704,822 5,485,765 5,485,764 5,485,764

125.円68銭 25,723,617円 222,307.6km 115.円71銭 27,446,239 40,361,723 30,513,582 30,513,582

第3号 100% 23,569,564円 167.円60銭 33,396,356円 174,269.2km 191.円63銭 26,757,806円 174,269.2km 153.円54銭 27,456,183円 174,173.7km 157.円63銭 12,979,329 10,590,235 10,606,303

第2号 100% 67,807,962円 123.円19銭 28,562,680円 222,796.km 128.円20銭 27,940,770円 222,307.6km

ソ

第1号 100% 42,250,201円 118.円47銭 17,664,321円 138,956.8km 127.円12銭 16,919,651円 139,092.5km 121.円64銭 14,822,223円 138,956.8km 106.円66銭 16,446,135 25,804,066 19,012,590 19,012,590

.Km

補助対象系統のキロ当たり経常収益

基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

（チー（リ＋ヌ））
÷チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：カ (d+e+f)/3 =ノ
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常収

益
ヤ”÷マ”＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象系
統の実車走
行キロ当た
り経常収益

ヤ’÷マ’＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象系統の実車
走行キロ当たり経常

収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ

復122.5Km 122.5Km 復.Km .Km 復.Km .Km 復.Km .Km 復.Km

復.Km .Km

往122.5Km 往.Km 往.Km 往.Km 往.Km

0.0%
(4.6) 復11.7Km 11.7Km 復.Km .Km 復.Km .Km 復.Km .Km

復.Km .Km

1,703.0回
往11.7Km 往.Km 往.Km 往.Km 往.Km

(6.6) 復15.9Km 15.9Km 復.Km .Km 復.Km .Km 復.Km .Km

復.Km .Km

2,433.0回
往15.8Km 往.Km 往.Km 往.Km 往.Km

0.0%
(5.) 復61.1Km 61.Km 復.Km .Km 復.Km .Km 復.Km .Km

復.Km .Km

1,825回
往61.0Km 往.Km 往.Km 往.Km 往.Km

(5.6) 復33.9Km 33.9Km 復.Km 復.Km .Km 復.Km .Km

ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

2,046回
往34.0Km 往.Km （平均） 往.Km （平均） 往.Km （平均） 往.Km （平均）

運行系統

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ

千葉 304.円35銭 474.円35銭 304.円35銭

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

経常収支率

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ当
たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キロ当たり
経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

千葉

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

経常収支率

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

経常収支率

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ’）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

事業者名 　日東交通株式会社 ７年度

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ）
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 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

17.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて
　　得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

18.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか
　　高い額を記載すること。
　　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

19.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

20.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

21.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

11.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

12.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程(チ) －補助ブロック外乗入部分のキロ程(リ) －同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程(ヌ)）に係るキロ程を記載するこ
と。
13.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

14.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して
　　記載すること。

15.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

16.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。
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表４ 別表１の補助事業の基準二に基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備

されている」と認めた市町村の一覧

都 道 府

県 名
広域行政圏名 市町村名 指 定 の 理 由

千葉県 安房郡市 鴨川市

県の南東部に位置し、国道 128 号が通る等南房総の道路交通の中

心都市として発展してきた。また、安房鴨川駅はＪＲ内房線と外

房線が結節する等鉄道交通の中心となっている。

医療機関（総合病院等）：亀田総合病院、鴨川市立国保病院ほか

公共施設（学校等）：城西国際大学、長狭高等学校ほか

商業施設等：イオン、ベイシアほか
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地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に係る地域

公共交通計画 別紙（案）について

鴨川市コミュニティバス循環線を運行するに当たり、令和７年度地域内フィーダー

系統確保維持費国庫補助金を活用するため、地域公共交通計画 別紙（案）について、

本会議の承認をいただきたいもの。

≪参考１ 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱≫

≪参考２ 補助金交付額の実績≫

※国の予算状況により、補助金の算定式が毎年度変動するため、補助金交付額が年度により

異なります。

第１編 共通事項

（目的）

第１条 この補助金は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・

実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの

導入等移動に当たっての様々な障害の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・

改善を支援することを目的とする。

（定義等）

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

一 「生活交通確保維持改善計画」とは、地域公共交通の確保・維持・改善のために、都

道府県、市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会又は都道府

県若しくは市区町村が、地域の生活交通の実情のニーズを的確に把握しつつ、当該協議

会での議論を経て策定する地域の特性・実情に応じた最適の移動手段の提供、バリアフ

リー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な障害の解消等を

図るための取組についての計画をいう。

二 「地域公共交通確保維持事業」とは、地域公共交通の存続が危機に瀕している地域に

おいて地域の特性・実情に最適な交通手段を確保・維持するために、地域公共交通の活

性化及び再生に関する法律第５条第１項に規定する地域公共交通計画又は生活交通確

保維持改善計画に基づいて実施される事業をいう。

補助金事業年度 事業実施期間 補助金交付額

平成 27 年度 平成 27年 4 月 1 日～平成 27 年 9 月 30 日 7,691,000 円

平成 28 年度 平成 27年 10 月 1 日～平成 28 年 9 月 30 日 10,153,000 円

平成 29 年度 平成 28年 10 月 1 日～平成 29 年 9 月 30 日 8,364,000 円

平成 30 年度 平成 29年 10 月 1 日～平成 30 年 9 月 30 日 7,489,000 円

令和元年度 平成 30年 10 月 1 日～令和元年 9月 30 日 10,689,000 円

令和２年度 令和元年 10 月 1 日～令和２年 9月 30 日 9,671,000 円

令和３年度 令和２年 10 月 1 日～令和３年 9月 30 日 9,671,000 円

令和４年度 令和３年 10 月 1 日～令和４年 9月 30 日 7,453,000 円

令和５年度 令和４年 10 月 1 日～令和５年 9月 30 日 5,853,000 円

資料４
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様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番）

第 号

令和６年 月 日

国土交通大臣 殿

氏名又は名称 鴨川市地域公共交通会議

住 所 千葉県鴨川市横渚1450番地

代表者氏名 会長

地域公共交通計画認定申請書

地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり

定めたので、関係書類を添えて申請します。

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。
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令和７年度地域公共交通計画 別紙（地域内フィーダー系統）

令和６年 月 30 日

（名称）鴨川市地域公共交通会議

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性

鴨川市の公共交通は、ＪＲ外房線と内房線の結節点でもある安房鴨川駅周辺を中心

として放射状に形成されており、鉄道（２路線）が海岸沿いに運行しているほか、東

京及び千葉市方面へのアクセス手段である高速バス（４路線）、市内及び近隣自治体

との間を結ぶ路線バス（５路線）、市コミュニティバス（１路線）が運行され、タク

シーについては２事業所が立地している。

このうち、特に市コミュニティバスについては、廃止路線代替バス５路線の再編に

より、平成20年11月から運行を開始し、その後においても、利用状況に応じて、運行

のルート、便数、ダイヤ等の見直しを適宜実施し、利用者数と運行収入の増加を望み

つつ、運行経費の節減を図ってきた。しかしながら、利用者の減少とともに運行経費

の増加が続いている状況にあることから、路線バス及びコミュニティバスの一体的な

路線再編、効率的な運行方法等の検討及び見直し、地域の実情に応じた新たな公共交

通システムの導入検討等を行い、各公共交通機関の連携により、本市にとって、持続

可能かつ有効な公共交通網の構築を図ることとしている。

この新たな公共交通機関網の構築が図られるまでの間は、市コミュニティバスは、

地域住民にとって欠かすことのできない生活路線であり、地域公共交通確保維持事業

の活用により、限られた市財源を有効に活用しつつ、市コミュニティバスの各ルート

及び系統を維持することで、生活交通手段を確保していくことが必要である。

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果

（１）事業の目標

市コミュニティバスの年間利用者数を 20,834 人以上（令和５年度の実績 26,797

人）とする。（鴨川市地域公共交通計画の策定に当たり、令和７年度の推計値は、令

和２年度実績に過去３か年の平均減少率を令和７年度までの年数分乗じて算出し、

18,566 人となっているが、令和７年度の目標値は、同計画施策等の推進により、こ

の減少率が令和４年度から 50％改善したと想定し、20,834 人としている。）［計画本
体 88 ページ参照］

（２）事業の効果

急速に少子高齢化が進行するなか、市コミュニティバスを運行することにより、

市民の生活交通としての移動手段が確保されるとともに、学校等の統廃合により遠

距離化が進む小中学校等への通学手段の確保、公共交通空白地域の解消、地域活性

化が図られる。

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体

（１）公共交通マップ等の作成（鴨川市及び交通事業者）［計画本体 77ページ参照］

鴨川市の公共交通を網羅した総合的な公共交通マップ等を新たに作成し、市民

へ配布するとともに、市内主要施設に配架することにより公共交通の情報提供の

充実を図る。

（２）モビリティマネジメントの実施（鴨川市、交通事業者、市民及びその他関係者）
［計画本体 82ページ参照］

過度に自動車に依存することなく、多様な交通手段を適度かつ賢く利用する状

態への転換を促すため、公共交通の利用の機会を提供することなどにより、意識

啓発を促し、利用促進を図る。
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（３）公共交通乗り方教室の実施（鴨川市、交通事業者及び市民）［計画本体 82 ページ参
照］

公共交通に対する理解を深め、将来的な公共交通の利用を促すため、高齢者や

小学生を対象に公共交通の乗り方教室を開催する。

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予

定者

表１のとおり

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額

鴨川市が運行事業者に対し、事業に要する経費として運行委託料 20,165 千円（令

和６年度予算額）を支出する。鴨川市の収入は、国庫補助金、運行事業者からの運行

収入となる。なお、この差額が鴨川市の実質的な負担額となる。

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法

利用者数について、数値指標による評価を実施。なお、測定方法は運行事業者から

の報告によるもの。

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行

回数が３回以上で足りると認めた系統の概要

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準

ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期

及びその他特記事項

【地域間幹線系統のみ】

該当なし

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

【地域内フィーダー系統のみ】

表５のとおり

11．車両の取得に係る目的・必要性

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようと

する場合のみ】

該当なし

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようと

する場合のみ】

（１）事業の目標

該当なし

（２）事業の効果

該当なし
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13．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費用

の総額、負担者とその負担額

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようと

する場合のみ】

該当なし

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支

の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用

促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

（１）事業の目標

該当なし

（２）事業の効果

該当なし

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨

客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】

該当なし

18．協議会の開催状況と主な議論

（１）令和５年６月１日（第１回会議） 【結果：承認】

・鴨川市コミュニティバス 令和４年度運行実績について

・民間路線バス金谷線及び長狭線の再編の方向性について

・鴨川市コミュニティバス循環線運行計画（素案）について

・鴨川市予約制乗合タクシー実証運行計画（素案）について

・令和６年度地域内フィーダー系統確保維持事業に係る地域公共交通計画の認定

申請について

（２）令和５年８月 18 日（第２回会議） 【結果：承認】

・民間路線バス鴨川市内線のダイヤ改正について

・民間路線バス金谷線及び長狭線の再編について

・鴨川市コミュニティバス循環線運行計画（原案）について

・鴨川市予約制乗合タクシー実証運行計画（原案）について

・「チョイソコかもがわ」について

・「チョイソコかもがわ」共通乗降場所の変更について

（３）令和５年 11 月 22 日（第３回会議） 【結果：承認】

・鴨川市公共交通の令和４年度実績について

・鴨川市コミュニティバス循環線運行計画（案）について

・デマンド型乗合送迎サービス「チョイソコかもがわ」実証運行計画（案）につ

いて

・鴨川市コミュニティバスの一部路線の休廃止について

・鴨川市地域公共交通計画の令和４年度評価等について
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【本計画に関する担当者・連絡先】

（住 所）千葉県鴨川市横渚 1450 番地

（所 属）企画総務部企画政策課

（氏 名） 白山 直樹

（電 話）04-7093-7828

（e-mail）kikakuseisaku@city.kamogawa.lg.jp

注意：本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によらな

くても差し支えありません。

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。

各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施

計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節の

とおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。

（４）令和６年１月 24 日（第４回会議） 【結果：承認】

・民間路線バス長狭線のダイヤ改正について

・令和５年度地域公共交通確保維持改善事業の事業評価について

・鴨川市地域公共交通計画の改定について

・令和６年度地域内フィーダー系統確保維持事業に係る地域公共交通計画の変更

について

（５）令和６年５月 29 日（第１回会議） 【結果： 】

・鴨川市コミュニティバス 令和５年度運行実績について

・公共交通乗り方教室について

・令和７年度地域間幹線系統確保維持計画（案）について

・令和７年度地域内フィーダー系統確保維持事業に係る地域公共交通計画の認定

申請について

19．利用者等の意見の反映状況

鴨川市において、本計画の上位計画である「鴨川市地域公共交通計画」の策定に当

たり、利用状況やニーズ等の基礎調査を令和２年９月に実施したほか、協議会では公

募委員を含む利用者代表の市民３人が参画し、検討内容等に関する議論を行った。

また、令和６年４月からの再編内容について、関係地区において説明会を開催し、

意見の収集に努めた。
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＜添付資料＞
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主な大型店舗（スーパー等）

主な病院

学校

主な観光関連施設・名所・名刹

郵便局

金融機関

凡　　例

⑬ チョイソコかもがわ（天津小湊地域） ＜実証運行中＞

⑫ チョイソコかもがわ（江見地域）  ＜実証運行中＞

⑪ チョイソコかもがわ（長狭地域） ＜実証運行中＞ 

金山ダム～福祉センター～鴨川市役所～鴨川駅西口～亀田総合病院～亀田リハビリテーション病院～東条公民館
　　　　　　　　　　～ふれあいセンター～西条公民館～田原郵便局～長狭高校東～鴨川駅西口～鴨川市役所～福祉センター

金山ダム～福祉センター～鴨川市役所～鴨川駅西口

⑩ コミュニティバス循環線 

仁右衛門島入口～鴨川駅前～鴨川シーワールド～亀田病院～天津駅前～小湊駅前～誕生寺入口

鴨川駅前～鴨川シーワールド～亀田病院～天津駅前～小湊駅前～誕生寺入口

⑨ 鴨川市内線

鴨川駅西口～横渚橋～（JOSAI安房ラーニングセンター～早稲田大学セミナーハウス）～城西国際大学観光学部⑧ 大学線 ＜休止中＞

亀田病院～鴨川駅(東口)～追分～長狭学園正門前～みんなみの里～国保病院前～大山千枚田入口～平塚本郷⑦ 長狭線

亀田病院～鴨川駅東口～仁右衛門島入口～江見駅入口～南三原駅前～安房地域医療センター～南総文化ホール～館山駅⑥ 館山鴨川線

亀田病院～安房鴨川駅西口～鴨川市役所入口～福祉センター前～長狭中前～かずさアーク～木更津駅西口～イオンモール木更津⑤ 木更津鴨川線

亀田病院～鴨川シーワールド～安房鴨川駅西口～君津ふるさと物産館～かずさアーク～木更津金田ＢＴ～渋谷マークシティ④ 渋谷鴨川線 ＜運休中＞

安房小湊駅～誕生寺・鯛の浦～市原鶴舞ＢＴ～木更津金田ＢＴ～東京駅八重洲口～浜松町ＢＴ③ 東京小湊御宿線

亀田病院～鴨川シーワールド～安房鴨川駅西口～鴨川市役所入口～福祉センター前～蘇我駅～県庁～千葉駅② 千葉鴨川線（カピーナ号）　 　

　(ﾊﾟｰｸｳｪﾙｽﾃｲﾄ鴨川～)亀田病院～鴨川シーワールド～安房鴨川駅西口～鴨川市役所入口～福祉センター前～木更津金田ＢＴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～ＢＴ東京八重洲（～東京タワー）

① 東京鴨川線（アクシー号）
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長狭高等高校

魚見塚ー戦場公園
（魚見塚展望台）

前原・横渚海岸

鴨川前原郵便局鴨川小学校

鏡忍寺

鴨川シーワールド

西条公民館

東条公民館

鴨川中学校

東条病院
東条メンタルホスピタル

東条郵便局

東条小学校

西条小学校

鴨川市
総合運動施設

鴨川市役所

小田病院

館山信用金庫鴨川支店

千葉興業銀行鴨川支店

京葉銀行鴨川支店中央公民館

鴨川警察署

図書館
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ベイシア鴨川店

亀田医療大学

亀田総合病院
亀田クリニック

鴨川自動車教習所

鴨川令徳高等高校

鴨川郵便局

おどや広場店
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令和６年度 会議開催スケジュール等（案） 

 

＜第１回会議＞ 

開 催 日：令和６年５月 29 日（水） 

内  容：○鴨川市コミュニティバス 令和５年度運行実績について 

○公共交通乗り方教室について 

○令和７年度地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）に係る地域

公共交通計画について 

○令和７年度地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に係

る地域公共交通計画について 

 

＜第２回会議＞ 

開催時期：令和６年 10 月 

内  容：○鴨川市公共交通の令和５年度実績について 

○鴨川市地域公共交通計画の評価について 

○チョイソコかもがわの本格運行への移行の可否について 

○チョイソコかもがわ運行計画（原案）について 

 

＜第３回会議＞ 

開催時期：令和７年１月 

内  容：○令和６年度地域内フィーダー系統確保維持事業の事業評価について 

○チョイソコかもがわ運行計画（案）について 

○鴨川市地域公共交通計画の一部改訂について 

○令和７年度地域内フィーダー系統確保維持事業に係る地域公共交通

計画の変更について 

 

参考資料３ 


